
現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

983 983

令和3年度目標
①補助金交付件
数5件

令和3年度実績
①補助金交付件
数6件

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-2 居住環境の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-2-1 住み替え支援・空き家対策

二次評価についての
コメント

一定程度の役割は果たしたが、本市を取り巻く住環境が変化していく中でこれまでの住宅施策事業の見直しを検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

リユース住宅活用サ
ポート事業

　既存住宅の流動化及び活用を図るた
め、中古住宅を購入した者に対し、リ
フォーム費用の一部を補助する。

補助金交付　6件 見直し 見直し

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　本事業は、定住促進とともに空き家の解消のため、住宅リフォーム支援事業と一体となって取組むことで、平成３０年度から令和３年度までの４年間
に３４戸の既存住宅が流動化となり、一定の成果があったと考えられる。しかし、少子高齢の進展の中で、今後、本市の住宅施策の重要課題は、空き家
の増加が想定され、財政的支援による流動化等の動機づけでは限界があることから、他の住宅施策事業と併せて、見直しが必要である。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

161 161

令和3年度目標
①空き家管理の
改善割合100％

令和3年度実績
①苦情39件のう
ち改善28件＝
72％

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　管理されていない空き家については、近隣住民の生活環境に悪影響を及ぼすことから、粘り強く対応を求めるとともに、空き家の解消や流動化を図る
必要があるため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

空き家対策事業

　空家等対策計画に基づき、管理不全な
空家等の防止や解消、空家等の発生抑制
や利活用等、総合的な空家等対策を実施
する。

空家等苦情相談　39件
空き家等対策推進協議会　1回

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-2 居住環境の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-2-1 住み替え支援・空き家対策



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

2,853 2,853

令和3年度目標
①助金交付件数
20件

令和3年度実績
①助金交付件数
19件

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　本事業によって平成２８年度から令和３年度末までの７年間で空き家が１３９戸が解体され、その後、１２５戸が住宅建築されている。この補助金に
よる財政的支援によって、有効に活用されていない土地・建物の売却などの流動化に伴う移住・定住促進や良好な住環境の創出など、一定の成果があっ
たと考えられる。しかし、少子高齢の進展の中で、今後、本市の住宅施策の重要課題は、空き家の増加が想定され、財政的支援による流動化等の動機づ
けでは限界があることから、他の住宅施策事業と併せて、見直しが必要である。

二次評価についての
コメント

一定程度の役割は果たしたが、本市を取り巻く住環境が変化していく中でこれまでの住宅施策事業の見直しを検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

空き家流動化促進事
業

　空き家の流動化を促進し、土地の有効
活用と快適な住環境の整備を図るため、
空き家の解体費の一部を補助する。

補助金交付　19件 見直し 見直し

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-2 居住環境の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-2-1 住み替え支援・空き家対策



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

496 246 250

令和3年度目標
①住み替え支援
セミナー参加者
50名
②北海道空き家
相談会の参加者
10名

地方創生推進
交付金

令和3年度実績
①住み替え支援
セミナー参加者
41名
②北海道空き家
相談会の参加者
数7名

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-2 居住環境の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-2-1 住み替え支援・空き家対策

二次評価についての
コメント

一定程度の役割は果たしたが、本市を取り巻く住環境が変化していく中でこれまでの住宅施策事業の見直しを検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

住み替え支援事業

　市連携宅建業者との連携により相談会
やセミナー等を開催し、高齢者の住み替
えを促進する。また、市民に良好な住環
境の情報を提供し、定住の促進を図る。

北広島市住み替え支援協議会1回
住み替え支援セミナー4回（参加
者41人）
北海道空き家相談会への参画1回

要検討 要検討

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　本事業のセミナーや相談会などによって、既存住宅や空き家の流動化が促進されてきたが、今後、少子高齢の進展の中で、本市の住宅施策の重要課題
は、空き家の増加が考えられる。特に管理がされない空き家の増加によって、公衆衛生の悪化など、市民生活や地域社会の影響が複合的に発生すること
が想定され、今後は、市民との協働も含め、不動産業者などの事業者や関係する団体との一層の連携によって事業内容の拡充などの検討が必要である。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

904 52 852

令和3年度目標
①公益活動事業
補助金1件
②協働事業提案
制度1件
③地域まちづく
り推進事業助成
金1件
④フォーラム参
加者20名

特定非営利活
動促進法関係
事務委託金

令和3年度実績
①公益活動事業
補助金1件
②協働事業提案
制度0件
③地域まちづく
り推進事業助成
金1件④
フォーラム参加
者18名

要検討

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　少子高齢化の進行や新型コロナウイルス感染症の拡大によって、自治会・町内会を含めた公益活動団体の運営や活動に様々な影響が出てきている。市
の団体活動への支援メニューにおける一部の利用が低調であるため、これまでの事業の基盤を活かしつつ、「地域まちづくり推進事業」を含め、新たな
協働の取組みについて検討が必要である。

二次評価についての
コメント

行政がすべてを担うのではなく、町内会等の市民が自ら活動する基盤作りを行う必要があることから、協働事業のあり方について検討すること。

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

市民協働推進事業

　市民協働推進会議による審議や評価を
もとに公益活動団体への支援を行い、市
と公益活動団体との協働事業を促進す
る。

市民協働推進会議　1回
特定非営利活動促進法に基づく
権限移譲事務等
公益活動事業補助金　1件
地域まちづくり推進事業助成金
　西の里地域　1件

要検討

財源内訳（単位：千円）
実績等 評価基準

一次
評価

二次
評価

担
当
課

事業名 事業内容 事業費

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-1 市民参加・協働の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 6-1-2 協働の推進
事業を休止や終了とするもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

130 130

令和3年度実施
予定件数
①市民参加手続
実施予定事業～
15事業
②1事業当たり
の実施予定市民
参加手法～1.8
件（目標値2
件）
③パブリックコ
メント実施予定令和3年度実績
①市民参加を実
施した事業～17
事業
②1事業当たり
に実施した市民
参加手法～1.8
件
③パブリックコ
メント実施事業
数～16事業、意
見提出数～17人

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　市民ニーズが多様化し、少子高齢の進展の中で、市民がまちづくりや地域づくりに参加できる機会の充実が望まれている。本事業の取組みを通じて、
積極的に市政に参加できる機会の創出や市民がより市政への関心が向上するよう、事業内容等の検討が必要である。

二次評価についての
コメント

市政に参加できる機会の創出や市民がより市政への関心が向上する方法等について引き続き検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

市民参加推進事業

　市民参加条例に基づく市民参加手続の
実施状況について、市民参加推進会議に
よる検証・評価をもとに進行管理を行
い、行政への市民参加の促進を図る。

市民参加推進会議　4回 要検討 要検討

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-1 市民参加・協働の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 6-1-1 市民参加の推進



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

12,762 12,762

令和3年度目標
①補助金交付件
数110件

令和3年度実績
①補助金交付件
数118件

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 5 活力みなぎる産業と交流のまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 5-3 商業の振興
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 5-3-2 起業支援と経営安定

二次評価についての
コメント

一定程度の役割は果たしたが、本市を取り巻く住環境が変化していく中でこれまでの住宅施策事業の見直しを検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

住宅リフォーム支援
事業

　市内の建設産業の振興及び雇用の安定
を図り、快適な住環境を整備することを
目的とし、市内に住宅を所有し現に居住
する者が、市内業者による住宅リフォー
ムを実施する場合に、その費用の一部を
補助する。

補助金交付　118件 見直し 見直し

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　本事業は、平成２３年度から令和３年度末までの１１年間で１，６８１戸のリフォームに対して、１４７，７１６千円を助成し、また、建設業等への
経済効果として約２，２６９，０２１千円となっており、この財政的支援によって、市民の快適な住環境の整備、産業振興に一定の成果があったと考え
る。しかし、少子高齢の進展の中で、今後、本市の住宅施策の重要課題は、空き家の増加が想定され、財政的支援による流動化等の動機づけでは限界が
あることから、他の住宅施策事業と併せて、見直しが必要である。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

666 666

令和3年度目標
①セミナー参加
者30名

令和3年度実績
①ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮ
ﾝ参加者35名

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-4-3 男女共同参画の推進

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

多様な性のあり方へ
の理解促進事業

　多様な性のあり方への市民理解を促進
を図るため、正しい知識を得る機会の提
供や意識啓発等を実施する。

にじいろトーク（パネルディス
カッション）1回　参加者35人
市民意識調査の実施
ハンドブックの作成

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　市民意識調査は今回が初回となるが、「性的マイノリティ・ＬＧＢＴについて、聞いたことがあり、意味も知っている」と回答された割合は54.6％と
なっており、認知度としては高い状況にはない。今後も、市民の認知度等の把握に努めつつ、LGBTなど性的少数者の方々に対する市民理解の向上に繋が
る啓発などの取組みが必要なため、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

301 46 255

令和3年度目標
①市の審議会等
の女性の登用率
50%
②男女共同参画
セミナー参加者
30名

地方創生推進
交付金

令和3年度実績
①R4年4月1日
31.1%（R3年4月
1日29.1%）
②男女共同参画
セミナー34名

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-4-3 男女共同参画の推進

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
参
加
・
住
宅
施
策
課

男女共同参画推進事
業

　「きたひろしま男女共同参画プラン」
に基づき、男女が互いに尊重し、協力し
合える社会を実現していくため、市民や
関係機関と連携を図るとともに、意識啓
発や学習活動等を行う。

男女共同参画推進委員会　2回
各種啓発事業
・男女共同参画週間パネル展1回
・女性法律相談1回　相談3件
・女性に対する暴力をなくす運
動パネル展1回
・ワーク・ライフ・バランスセ
ミナー1回　参加者13人
・男女共同参画セミナー1回　参
加者34人
・情報誌えみんぐの発行1回

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　男女共同参画社会を実現していくためには、市民一人ひとりが男女共同参画に関する理解を深めていくことが不可欠であり、市民への様々な場面での
学習の場づくりや啓発活動を続けていくことが重要であるため、現状継続とする。


